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いう点で前例を見ない。IMF（2009: 30）は、世界金融危機による 4兆 1000億米
ドルの損失額の内、米金融機関の損失額は 2兆 7000億米ドルに上るとし、2008
年末までの米国金融機関の償却額は 5100 億米ドルまでに膨れ上がった（New
York Times, 21 April 2009）。マクロ経済レベルでは、金融危機により米国金融機
関が海外投資の大幅な縮小を迫られた。例えばバンク・オブ・アメリカは、自
己資本の上積みのため 2008年 1月と 2009 年 5月に中国建設銀行（CCB）の株
式を売却し、この結果、CCBの株式保有率は 30％から 11％に減少した（Xinhua,
14 May 2009）。このような米国経済への物質的な打撃は非金融部門にも波及し
ている。例えば米自動車業界の新車販売台数は 2008 年に 25 年ぶりの低水準を
記録し、デトロイトスリーと称される GM、クライスラー、フォードの自動車生
産台数と国内販売数は 2008 年に約 25％減となったが（US Department of













込まれている（Bloomberg, 18 July 2009）。また米フォーチュン誌「世界のトッ
プ 500企業」に中国企業 43社が選ばれており、10年前のわずか 8社から劇的な
進化を遂げている（Xinhua, 10 July 2009）。ガイトナー米財務長官は「世界の金
融システムにおいて、中国が安定要素として非常に重要な役割を果たしている」

































（Wall Street Journal, 27 June 2010）。その一方で、中国が迅速且つ決断力を持っ































































し、同年 3月ハノイでの初の蔵相会合への布石を打つ（Look Japan 2000: 18-19）。
さらに日本とシンガポールが 2カ国間 FTAに関心を示し始めたのを受け、2000





地域において生じさせる結果となった。このため、中国は ASEAN と FTA締結
のため農産市場を先に開放するアーリーハーベストの一方的提供、WTO非加盟
国への最恵国待遇付与等、ASEANが FTAを締結しやすい条件を提供している。





























































































































プで日本から 100億ウォン、中国から 40億ウォンを IMF条件付きで借り入れ可
能だったが、この日中のスキームによって、さらに 460 億ドルまで必要なとき
に借り入れることができるようになった3。








2 在日韓国大使館員への筆者インタビュー、2008年 12月 25日、東京。
3 それより数ヶ月前より明らかになっていた韓国の流動性危機に際し、10 月に韓国は米国連邦
準備銀行と 300億ドルの通貨スワップ取り決めを結んでいる。






























4 2010年までの日本の IMFと ADBの分担はそれぞれ 6.227%と 12.932%、中国のそれは 3.807%
と 5.53%であった。




2009 年 2 月に中国とマレーシア間で締結された通貨スワップ協定では、マレー
シアが通貨危機に陥った場合に最大 800億元を融通することが取り決められた。
その後、中国はインドネシアとの間でも同様の人民元建てのスワップ協定に調






と報じている（China Daily, 7 July 2009）。さらに 2009年 9月、中国は初めて香
港にて 8億 7900万米ドルに相当する元建て 2年ソブリン債を発行しており、こ
れについて中国人民銀行の前職員は「（中国政府は香港を）人民元が決算通貨
として国際市場に投入される前の試験場として」利用できるとの発言を行うな













5 『日本経済新聞』2010年 8月 17日。その 1年後の 2011年 8月 23日には、この範囲を中国全
土に拡大することを発表している。































維持の観点からその買い増しの理由を述べている（Wall Street Journal, 16






























日）。この点で重要なのは、すでに 2009年 2月の ASEAN+3財務大臣会議での







デリンク） を現行の 20%以上に引き上げる」との見方で、東アジア 13 カ国が
一致していることである。IMF の融資条件は、「融資協定があまりに寛大で条
件が緩いと融資を受ける政府のモラルハザードにつながりかねない」との理由




















2004: 76）。しかし ADBには ASEAN+3の加盟国のほか、欧米からもスタッフ
と資本が多く投入されているため、欧米偏重のルールを重視した考えが優勢で




ある（小川 2009: 50）。しかも ADB における中国と日本の議決権比率は 2010
年 12 月の段階で、それぞれ 6.153％と 14.477％であり、未だ日本の方が大きな









中国は 2010年に IMFへの出資金が 6位から 3位に上がることとなり（『朝日新





状態がしばらく続いた（『日本経済新聞』2011 年 2 月 24 日）。結局、AMRO




また ASEAN+3が 2010年に 11月にマニラに設立した、域内企業が発行した現
地通貨建ての社債を保証する「アジア社債保証基金」の初代最高経営責任者
（CEO）の人事も、AMRO 人事における日中相克が影響している。ASEAN＋3
は AMRO と社債保証基金設立を同時並行で進めてきたが、初代同基金 CEO に
は公募により中国人の就任が決まっていた。しかし上述のように、AMRO トッ
プの日本人候補に対し中国の横やりが入ったように、基金 CEOでも中国人候補
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